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「インターネット利⽤における不安に関する国際⽐較調査」により
“安⼼”と“安全”の乖離を実証

〜安全でも、不安を感じる⽇本⼈の特徴が明らかに〜

 国⽴⼤学法⼈東京⼤学（以下、東京⼤学 東京都⽂京区 総⻑ 濱⽥ 純
⼀）、学校法⼈東洋⼤学（以下、東洋⼤学 東京都⽂京区 学⻑ ⽵村 牧
男）、および⽇本電信電話株式会社（以下、NTT 東京都千代⽥区 代表取締
役社⻑ 三浦 惺）は、インターネットをより安⼼して利⽤いただけるよう、
インターネット利⽤に対して抱く「安全」と「安⼼」の意識の構造を明らかに
することを⽬的として、インターネット利⽤に際してのクレジットカード情報
の悪⽤やウイルスなどの被害経験など、「安⼼」「不安」の感覚について、世
界 10 カ国を対象とした国際⽐較調査を⾏いました。
 従来の調査と異なり、今回の調査では、ウイルス感染など様々なネットの脅
威に対する「被害経験の有無」と「不安の有無」を同時にヒヤリングすること
で、安全と安⼼がどのような関係にあるかを詳細に得ることが出来ました。そ
の結果、セキュリティ対策などの技術的な「安全」が確保されていても、利⽤
時に「不安」を感じるという、⽇本⼈のインターネット利⽤において「安⼼と
安全の乖離」※１が存在することが実証されました。
 なお、本調査内容を含む研究結果につきましては、9 ⽉ 4 ⽇から⻑崎県内で
開催されます⽇本社会情報学会（JASI&JSIS）合同研究⼤会において発表する
予定です。

＜調査の背景＞
 インターネットの利⽤は年々増⼤し、2000年には37.1%だった⽇本のインタ
ーネット⼈⼝普及率は2009年には78.0%にまで達しています。※２しかしなが
ら、インターネット利⽤に不安を覚えている利⽤者も多く、より安⼼して利⽤
できるネットワーク環境の構築が求められています。
 これまで、より「安全」なインターネット環境を提供するための技術的な研
究は多数⾏われていましたが、社会⼼理学の⾒地※３から「安⼼」を理解する
という、学術的・体系的な研究は⾏われておりませんでした。そこで今回、東
京⼤学⼤学院情報学環橋元良明教授研究室、東洋⼤学社会学部中村功教授研究
室・関⾕直也准教授研究室、NTT情報流通プラットフォーム研究所では、安全



なネットワークを前提として、利⽤者に「安⼼」してインターネットを利⽤し
てもらうには何が必要か、安⼼を阻害する要因、安⼼の必要⼗分条件は何かを
探り、安⼼をもたらすネットワークサービスへの応⽤を⽬指した、国際⽐較調
査を実施したものです。
 なお、本調査を実施した共同研究は、NTTと東京⼤学との間で締結された組
織連携型Proprius21※４の下で創出され、発展したものです。

＜調査⽅法＞
調査地域 ︓世界 10 カ国の、各国最⼤都市

⽇本、アメリカ、中国、イギリス、韓国、ドイツ、フラン
ス、
フィンランド、シンガポール、チリ

調査対象者︓ 15〜69 歳の男⼥、各国それぞれ 330 名（合計 3300 名）
調査抽出法︓性・年齢層別割当法。男⼥12セル毎、15〜19歳男⼥各15⼈、

20〜29歳・30〜39歳・40〜49歳・50〜59歳・60〜69歳男⼥各
30⼈に達するまで回収を⾏い、合計各国330標本を収集。

調査⽅法 ︓電話調査法（Random Digit Dialing 法）
調査期間 ︓ 2010 年 1 ⽉ 23 ⽇〜 2 ⽉ 3 ⽇
質問内容 ︓インターネットでの様々なユーザ⾏動・サービス利⽤につい

て、不安の有無（25 問）、被害経験の有無（17 問） を含
む、全76問を質問。

＜調査結果＞
 今回の調査結果から、⽇本⼈は諸外国に⽐べ、漠然とした不安を感じやすい
傾向があることがわかりました。現在、インターネットセキュリティに関して
は、従来から多くの技術・製品が提供され、その導⼊も進んでいます。今回の
調査においても、被害経験の割合が他国より低いことから、⽇本国内における
インターネットセキュリティは⾼いレベルにあると考えられます。しかしなが
ら、⽇本⼈は他国よりも多くの⽅がネット利⽤について不安を抱いており、
「安全」なだけでは「安⼼」してインターネットを使うことができないという
「安⼼と安全の乖離」が明らかになりました。
 なお、調査結果の詳細は、別紙1、2をご参照ください。

 代表的な調査結果を以下に紹介いたします。
 ネット上のトラブルのうち、個⼈情報や個⼈に対する中傷に関する項⽬につ
いて調査したところ、⽇本⼈は被害経験がないにもかかわらず不安を感じる割
合が⾮常に⾼いことがわかりました。
 たとえば、他⼈によってインターネット上に⾃宅住所や電話番号を勝⼿に載
せられてしまう経験は、10 カ国中9位（1.2％）と低い値であるにもかかわら
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ず、このことを不安に思う割合は10カ国中2 位（82.7％）と⾼い値でした。と
くに⼥性に限定した場合、⾃宅住所や電話番号をネットに掲載されたことがな
いにもかかわらず不安に思う割合が1位（88.5％）、悪⼝・暴⾔・挑発的な⾔
葉を書かれたことがないにもかかわらず不安に思う割合も 1 位（75.2％）とな
りました（別紙1）。
 この原因として、まず⽇本において個⼈情報保護に対する意識が⾼いことが
考えられます。その⼀⽅で、個⼈情報漏えいやネット上での中傷に対して⽇本
⼈が⼤きな不安を抱いていますが、これらの事象をネットなどで⾒聞きする頻
度が多く、それによって不安を抱く頻度も相対的に⾼くなるのが原因の⼀つと
考えられます。

＜今後の展開＞
 今後は、⽇本⼈を対象として、各年代別／利⽤サービス毎に区別した上でさ
らに詳細な調査を⾏い、インターネット利⽤における不安の原因を研究する予
定です。さらにNTTとしては、これらの知⾒を活⽤し有効な対策を探ること
で、真に安⼼して利⽤できるネットワーク社会の確⽴を⽬指した研究開発を進
める予定です。

【⽤語解説】
※１  「安⼼と安全の乖離」

 技術的に解決可能な客観的「安全」だけで、主観的な「安⼼」が
得られるとは限らない、ということを指します。現在までに、「安
⼼と安全の乖離」が原⼦⼒などの機械安全の分野において指摘され
ております。

※２  インターネットの⼈⼝普及率
 情報通信⽩書（平成22年度版）【総務省編】から引⽤していま
す。

※３  社会⼼理学の⾒地
 ⼼理学の⽅法を⽤いて、社会との関係から個⼈の経験と⾏動を解
明しようとする⽴場を指します。

※４  Proprius21について
 東京⼤学産学連携本部が主催する、『成果の⾒える共同研究』を
創出するための共同研究⽴案企画プログラム。NTTと東京⼤学の間
では多様な連携が⾏われている状況を踏まえ、個別の活動を組織⽴
てて情報および意思の疎通を図り、さらなる共同研究を通じた情報
通信分野でのイノベーション創出を⽬指して、ステアリング機能を
有するProprius21推進委員会を設置した「組織連携型Proprius21」を
2007年6⽉に開始しました。
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・（別紙1）
・（別紙2） その他の結果（⼀部）
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国⽴⼤学法⼈東京⼤学
⼤学院情報学環
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特任准教授 筧 ⼀彦（かけひ かずひこ）

TEL︓ 03-5841-2792
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東洋⼤学
総務部広報課

TEL: 03-3945-7571
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